様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　２０２０年１２月２３日
　
　　経済産業大臣　殿

（法人の場合）代表者の氏名　株式会社ＴＡＴＥＲＵ
ふるきだいさく
代表取締役　古木　大咲     印
住所　〒１５０－００２２
東京都渋谷区恵比寿南三丁目４番１４号
法人番号３２９００－０１－０２５８７３　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①２０１９年１２月期　決算説明資料１０頁以下「ＮＥＸＴ ＴＡＴＥＲＵ ＶＩＳＩＯＮ
②２０２０年１２月期　第３四半期決算説明資料３４頁 中期経営計画に対する成長イメージ

	公表日
	①２０２０年２月１３日
②２０２０年１１月１２日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	下記ＵＲＬ
①https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS02693/d51c4120/6bbd/4b76/8c86/700524b40449/140120200213463992.pdf
②https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS02693/477a6e5d/cace/455a/a7f8/e4b2d6b23ba3/140120201111421659.pdf

	記載内容抜粋
	「ＮＥＸＴ ＴＡＴＥＲＵ ＶＩＳＩＯＮ」として、テクノロジーを活用し、ＩｏＴ領域、ＲＰＡ活用のＰＭ領域及びＳａａＳ領域による取組みによって、２０２２年１２月末まで、財務体質及びストックビジネスの強化を目指す。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	両決算説明資料とも、取締役会の承認を得た資料である。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	２０１９年１２月期　決算説明資料１０頁以下「ＮＥＸＴ ＴＡＴＥＲＵ ＶＩＳＩＯＮ」

	公表日
	２０２０年２月１３日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	下記ＵＲＬ
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS02693/d51c4120/6bbd/4b76/8c86/700524b40449/140120200213463992.pdf

	記載内容抜粋
	自社で開発したＩｏＴの導入により高い入居率を維持し、ＲＰＡシステムによる業務効率化やＩｏＴ商品の販売による利益を得る。
また、不動産開発として、富裕層向けのテクノロジーを利用した新しいサービスを展開する。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	上記の決算説明資料は、取締役会の承認を得た資料である。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	・有価証券報告書－第１４期(平成３１年１月１日－令和１年１２月３１日)１１～１３頁、２１頁ほか
・２０１９年１２月期　決算説明資料１０頁以下「ＮＥＸＴ ＴＡＴＥＲＵ ＶＩＳＩＯＮ」・２３頁

	記載内容抜粋
	・１１頁「最新のIT技術の動向を把握できる体制を構築する旨を公表している。」
・２３頁「不動産開発本部を新設（ディベロッパー出身者を含む１２名で構成）」



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	有価証券報告書－第１４期(平成３１年１月１日－令和１年１２月３１日)２１頁

	記載内容抜粋
	「当社グループは、「くらしに価値を。」という経営理念を掲げ、ＩＴの技術力を通じてイノベーションを想像することが必要であると考えております。これを踏まえて、ＩＴの開発関連事業部において、ＩＴに関する最新の技術動向を調査、研究し、不動産業界に応用可能な技術を検討いたしました。また、特定の研究課題として、引き続き入居者の利便性の向上等を目的に、ＩｏＴの技術を用い、スマートフォンとデザインアパートの連動を意図した調査研究活動を実施しており、当社子会社である(株)Ｒｏｂｏｔ Ｈｏｍｅのタブレット端末を使用し居室の安全性・利便性を更に向上するＡｐａｒｔｍｅｎｔ ｋｉｔの機能強化や「ＴＡＴＥＲＵ」の機能強化等を目的としてＡＩ(人工知能)技術を応用したタイムリーなコミュニケーションを可能とするツールの研究開発や、ＡＩ（人工知能）技術を使った家賃推定エンジンの研究開発等を進めております。」



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	２０２０年１２月期　第３四半期決算説明資料

	公表日
	２０２０年１１月１２日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	下記ＵＲＬ中４頁
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS02693/477a6e5d/cace/455a/a7f8/e4b2d6b23ba3/140120201111421659.pdf

	記載内容抜粋
	（ＫＡＮＲＹ事業）
「当第３四半期連結累計期間における売上高は２２億４９百万円（前年同期比４．８％増）、営業利益は７億２３百万円（前年同期比１７４．４％増）となりました。このうち、ＡＩ・ＩｏＴ関連の売上高は１億９２百万円、営業利益は６１百万円となりました。」



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	２０２０年１２月１７日


	発信方法
	雑誌への記事掲載


	発信内容
	IoTによる不動産経営プラットフォーム「レジデンスキット」の利便性、それによる不動産経営の最適化・効率化・自動化をするという内容、不動産テック分野での利益を伸ばしており、こちらに傾注していくという内容の発信。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	２０１５年１２月３日マザーズ上場　～　現在


	実施内容
	「DX 推進指標」による自己分析を行い、その結果を提出いたします。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	２０１５年１２月３日マザーズ上場　～　現在


	実施内容
	「情報セキュリティに関する基本方針」及び「プライバシーポリシー」を定め、同規程に基づく統制管理を行っている。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

